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2012年3月期第2四半期 決算説明会

2011年11月8日（火）

船井電機株式会社

証券コード ６８３９
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Ⅰ．上期の概要と今後の見通しについて

1. 上期の概要

2. 下期の見通し

3. 下期および通期の計画

4. 重点施策
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１．上期（4-9月）の概要①

45億円

（3.0%）

1,540億円

21億円

（1.5%）

34億円

（2.2%）
営 業 利 益

1,406億円1,568億円売 上 高

前上期実績 当上期実績当上期計画

総括 売上高・営業利益とも計画を下回る

88.15円 79.15円83.00円期中平均レート
（対USドル）
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計画を下回る

収益は改善傾向

計画を下回る

１．上期（4-9月）の概要② 機器別の振り返り

ほぼ計画通り

テレビ事業

DVD/BD事業

情報機器事業
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２．下期（10-3月）の見通し①

米国の景気動向米国の景気動向

●低水準の成長が持続 ・・・ 年末商戦の動向を注視

［ポジティブ要因］

・ドル安による輸出増 ・堅調な設備投資 ・自動車生産販売増

［ネガティブ要因］

・高水準の失業率・所得格差問題

・住宅市場の低迷

・ガソリン価格高止まり
⇒ 購買力の低下

欧州の景気動向欧州の景気動向

●ユーロ圏： 欧州債務問題の影響により減速傾向が強まる

⇒ 債務問題安定化に向けた取り組みが正念場

●英 国： 回復スピードが減速 先行き不透明感が増大

高水準のインフレ率と家計の可処分所得減少 ⇒ 購買力の低下
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２．下期（10-3月）の見通し②

その他主要国の景気動向その他主要国の景気動向

日 本

●歴史的な円高と政策効果の息切れで景気悪化

中 国

●米・欧の景気悪化により、成長率鈍化・インフレ率上昇

新興国

●BRICsを中心に引き続き需要が拡大

市場のリスク要因市場のリスク要因

1. 世界経済のさらなる悪化

2. 更なるドル安/ユーロ安の進行

3. 原油高・円高による原材料・部材価格高騰

4. タイ洪水によるサプライチェーンへの影響長期化の可能性
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３．下期および通期の計画

21億円

（1.5%）

1,406億円

32億円

（1.2%）

11億円

（0.8%）
営 業 利 益

2,650億円1,244億円売 上 高

上期実績 通期計画下期計画

為替想定レートの見直し（$=¥83→¥78）

および液晶テレビ、プリンター等の競争激化を勘案し、

通期売上高計画を期初の3,100億円から2,650億円に修正

修正計画

79.15円 78.57円78.00円期中平均レート
（対USドル）
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４．重点施策① 経営基盤の再強化

全社総力を挙げて競争力向上を推進

スピード 商品開発商品開発

顧 客
商品企画
顧 客

商品企画

販 売販 売

部材調達
製 造

部材調達
製 造

・コストダウン設計

・グローバル展開

・戦略的購買の推進

・ＦＰＳ（フナイ・プロダクション・システム）の深耕

・キーデバイスの内製化

・顧客との関係
強化

・ＰＳＩの徹底

・マーケティングの徹底

ＰＳＩ管理の徹底 ＳＣＭの最適化
（仕入・販売・在庫） （サプライチェーン・マネジメント）
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４．重点施策② 成長戦略の推進

生 産

生産体制の最適化

販 売

新規市場への展開

新たなグローバル

生産拠点の設立
米国販売のさらなる拡大

欧州販売の強化

新規事業への取り組み強化

●ネットワーク・通信関連製品

●デバイス・コンポーネント

●次世代新技術

開発・生産・販売体制のグローバル化の推進

戦略的なアライアンスとM&Aへの積極的な取り組み

（BRICsをはじめとする新興国）

＋

開 発

タイ工場の強化

開発体制の強化

中国における

開発会社の設立

マレーシアにおける

開発体制の強化
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Ⅱ．決算概要（連結）

1.   第2四半期（11年7-9月） 決算概要

2. 第2四半期累計（11年4-9月）決算概要

3. 機器別売上高

4. DVD関連機器の売上高

5.   テレビ関連機器の売上高

6. 仕向地別売上高

7. 営業利益増減要因

8. 財務の状況

9.   棚卸資産

10.   設備投資額・減価償却費・研究開発費

11. 当期業績予想の修正

12. 当期の機器別売上高予想
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１．第2四半期（11年7月-9月）決算概要

(△0.9%)(4.4%)(四半期純利益率)

△40△634四半期純利益

(0.6%)(4.4%)( 経 常 利 益 率 )

△30434経 常 利 益

(2.4%)(2.6%)( 営 業 利 益 率 )

△31720営 業 利 益

(△5.2%)

△41
750791売 上 高

前年同期比
( )は増減率当期実績前期実績

77.08円85.02円期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

88.48円

10年6月

76.65円80.73円83.82円（対米国ドル）

月末レート 11年9月11年6月10年9月

△13 (※1)

（単位：億円）

△10 (※2)

△27 (※3)

△10 (※4)

（※3） 受取利息減△1、為替差損益△26

（※4） 特別損失増△1、法人税等他増△9

（※1） 受取利息＋1、為替差損△14

（※2） 特別損失△1、法人税等他△9
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２．第2四半期累計（11年4月-9月）決算概要

(△2.1%)(0.1%)(2.5%)(四半期純利益率)

△31△67△29238四半期純利益

(0.4%)(2.2%)(3.1%)( 経 常 利 益 率 )

△29△4253447経 常 利 益

(1.5%)(2.2%)(3.0%)( 営 業 利 益 率 )

△13△24213445営 業 利 益

(89.7%)(△8.7%)

△162△134
1,4061,5681,540売 上 高

計画比
( )は達成率

前年同期比
( )は増減率

当期実績当期計画前期実績

79.15円83.00円88.15円期 中 平 均 レー ト
（対米国ドル）

76.65円83.15円83.82円93.04円（対米国ドル）

10年3月月末レート 11年9月11年3月10年9月

（単位：億円）

（※3） 受取利息減△2、為替差損増△16

（※4） 法人税等他増△16、
過年度法人税等増△9

△16 (※1)

△34 (※2)

△16 (※5)

△2 (※6)

（※1） 受取利息+1、為替差損△17

（※2） 特別損失△1、法人税等他△24、
過年度法人税等△9

（※5） 支払利息減＋1、為替差損増△17

（※6） 法人税等他増△2

△18 (※3)

△25 (※4)
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３．機器別売上高

177 213

360
182

1,003

1,011

前期2Q 当期2Q

1,540億円

1,406億円

DVD関連：355
T V 関 連：656

DVD関連：253
T V 関 連：750

映像機器

情報機器

その他

（4-9月） （4-9月）

： ＋ 8億円 （＋ 0.9％）

： △178億円 （△49.5％）

： ＋ 36億円 （＋19.9％）

合 計 ： △134億円 （△ 8.7％）

映像機器

情報機器

その他

前年同期比

DVD関連 ： ＋ 102億円 （＋40.3％）

T V 関 連 ： △ 94億円 （△12.5％）

13

15 11

104

220

63

64

71

60

前期2Q 当期2Q

253億円

４．ＤＶＤ関連機器の売上高

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

355億円

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

・プレーヤは減少したものの、レコーダが大きく伸長

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

・プレーヤは減少したものの、レコーダは横ばい

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

その他

（4-9月） （4-9月）

： ＋ 1億円 （＋ 1.6％）

： △ 4億円 （△ 26.7％）

合 計 ： ＋102億円 （＋40.3％）

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

その他

： △ 11億円 （△ 15.5％）DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

： ＋116億円 （＋111.5％）

前年同期比
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５．テレビ関連機器の売上高

656

750

前期2Q 当期2Q

750億円

： △ 94億円 （△12.5%）液晶テレビ

656億円

前年同期比

・欧米市場の低迷や価格下落の影響により減少

液晶テレビ

（4-9月） （4-9月）
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６．仕向地別売上高

885

525
371

99

138

69
146

713

前期2Q 当期2Q

1,540億円

アジア他

日 本

北 米

欧 州

1,406億円

前年同期比

(57%)

(10%)

(9%)

(24%)

・情報機器が大幅に減少したことに加え、液晶テレビ、

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸﾌﾟﾚｰﾔも減少

・液晶テレビは減少したものの、ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸﾚｺｰﾀﾞ、

受信関連用機器が伸長

日 本

北 米

(51%)

(5%)

(7%)

(37%)

北 米

欧 州

アジア他

日 本

： △ 39億円 （△28.3％）

： ＋154億円 （＋41.4％）

合 計 ： △134億円 （△ 8.7％）

： △172億円 （△19.5％）

： △ 77億円 （△52.6％）

（4-9月） （4-9月）
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７．営業利益増減要因

＊ 付加価値＝売上－（売上原価＋販売費）

34

△16

△10 13

21

付加価値率
低下

一般管理費減

営業利益

営業利益

売上減少
による減益

当期2Q計画2Q

45

△13

△12

1

21

付加価値率
低下

一般管理費減

営業利益

営業利益

売上減少
による減益

当期2Q前期2Q

《前年同期比》 《計画比》
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８．財務の状況

負債の状況

・現金預金

・売上債権

・棚卸資産

・固定資産他

－億円

＋ 8億円

△ 276億円

△ 53億円

資産の状況

純資産の状況

（自己資本比率 66.3%）

△321億円

前年同期比

・仕入債務

・未払金他

△167億円

△ 133億円

△ 34億円

△154億円

438 406

673
438 397

357

363 365

700
645

459

645
1,813

資
産
の
状
況

負
債
・
純
資
産
の
状
況

1,939

現金預金

売上債権

棚卸資産

固定資産他

仕入債務

未払金他

純資産

（単位：億円） 2,134

289 357

278
338 244

1,366
1,312 1,212

490

2011/9
（当期2Q）

2011/3
（前期末）

2010/9
（前期2Q）

1,939 1,813

2,134
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９．棚卸資産

在庫回転
月数

1.6ヶ月2.6ヶ月 2.0ヶ月

249
203

125

424

235

272

2010/9 2011/3 2011/9

673億円

（当期2Q）（前期2Q） （前期末）

438億円
397億円

： △ 152億円

： △ 124億円

製 品

部品仕掛品等

前年同期比

製 品

部品仕掛品等
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10．設備投資額・減価償却費・研究開発費

45

23 22 24

63
54

0

20

40

60

80

100

120

140

前2Q 当2Q

設備投資額 減価償却費 研究開発費

60
48 48 53

129
118

0

20

40

60

80

100

120

140

（億円）

前年同期比

△22億円

前年同期比

＋2億円

前年同期比

△9億円

設備投資額 減価償却費 研究開発費

（億円）

第2四半期 通 期

前期前期前期 当期

（計画）

前2Q 当2Q 前2Q 当2Q 当期

（計画）

当期

（計画）
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11．当期業績予想の修正

前回予想比
（ ）は増減率

前年同期比
（ ）は増減率

△17

＋3

＋25

(△10.4%)

△309

(△1.1%)

△28

(0.6%)

15

(1.2%)

32

2,650

今回予想
（10月28日発表）

前回予想
（8月1日発表）

前期実績

(1.4%)(△0.4%)( 当 期 純 利 益 率 )

△7042△11当 期 純 利 益

(2.6%)(0.4%)( 経 常 利 益 率 )

△658012経 常 利 益

(2.6%)(0.3%)( 営 業 利 益 率 )

△48807営 業 利 益

(△14.5%)

△4503,1002,959売 上 高

（単位：億円）

78.57円83.00円85.21円期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

（※5） 為替差損△17

（※6） 法人税等他増△5

△17 (※1)

△43 (※2)

△17 (※5)

△5 (※6)

（※1） 受取利息+3、支払利息△3、
為替差損△17

（※2） 特別損失△1、法人税等他△33、
過年度法人税等△9

△22 (※3)

△20 (※4)

（※3） 受取利息減△1、支払利息増△2、
為替差損益△19

（※4） 特別利益減△3、法人税等他増△8、
過年度法人税等増△9
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12．当期の機器別売上高予想

409 305 331

564
420 325

1,986 2,375

1,994

前期実績 前回予想 今回予想

2,959億円
3,100億円

DVD関連： 725
T V 関 連：1,650

DVD関連： 656
T V 関 連：1,330

映像機器

情報機器

その他

（4-3月） （4-3月） （4-3月）

2,650億円

DVD関連： 720
T V 関 連：1,274

： ＋ 8億円 （＋ 0.4％）

： △239億円 （△42.4％）

： △ 78億円 （△19.1％）

合 計 ： △309億円 （△10.4％）

映像機器

情報機器

その他

前年同期比

DVD関連 ： ＋ 64億円 （＋ 9.8％）

T V 関 連 ： △ 56億円 （△ 4.2％）

前回予想比

： △381億円 （△16.0％）

： △ 95億円 （△22.6％）

： ＋ 26億円 （＋ 8.5％）

合 計 ： △450億円 （△14.5％）

映像機器

情報機器

その他

DVD関連 ： △ 5億円 （△ 0.7％）

T V 関 連 ： △ 376億円 （△22.8％）

【10月28日発表】【8月1日発表】
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Ⅲ． 補足資料①
（第2四半期（7-9月）決算概要）

1. 機器別売上高

2. 映像機器の売上高

3. 仕向地別売上高

23

１．機器別売上高

： ＋ 39億円 （＋ 7.6%）

： △ 94億円 （△49.7%）

： ＋ 14億円 （＋15.4%）

合 計 ： △ 41億円 （△ 5.2%）

91 105

189
95

511

550

前期2Q 当期2Q

791億円

映像機器

情報機器

その他

前年同期比

750億円

DVD関連：171
T V 関 連：379

DVD関連：123
T V 関 連：388

DVD関連 ： ＋ 48億円 （＋39.0%）

T V 関 連 ： △ 9億円 （△ 2.3%）

(7-9月) (7-9月)

映像機器

情報機器

その他
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２．映像機器の売上高

53

101

27

34

37

30

66

前期2Q 当期2Q

123億円

171億円

(7-9月) (7-9月)

DVDﾌﾟﾚｰﾔ

関連

DVDﾚｺｰﾀﾞ
関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

その他

液晶テレビ

DVD関連機器 テレビ関連機器

379388

前期2Q 当期2Q

(7-9月) (7-9月)

379億円
388億円

25

３．仕向地別売上高

： △23億円 （△32.4%）

： ＋77億円 （＋45.0%）

合 計 ： △41億円 （△ 5.2%）

475

248
171

48

71

39
74

415

前期2Q 当期2Q

791億円

アジア他

日 本

： △60億円 （△12.6%）北 米

： △35億円 （△47.3%）欧 州

750億円

前年同期比

(60%)

(9%)

(9%)

(22%)

(7-9月) (7-9月)

(55%)

(5%)
(7%)

(33%)

北 米

欧 州

アジア他

日 本
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Ⅳ．補足資料②

1. 四半期別決算概要

2. 機器別売上高の推移（四半期）

27

１．四半期別決算概要

（△3.6％）

△23

（0.1％）

0

（0.5％）

3

656

1Q

(△5.1%)

△33

(△4.2%)

△27

(△5.0%)

△32

659

4Q

59期

(0.6%)

4

(1.7%)

12

(3.4%)

25

749

1Q

(4.4%)

34

(4.4%)

34

(2.6%)

20

791

2Q

(△2.2%) 

△16

(△0.9%)

△7

(△0.7%)

△5

760

3Q

（△0.9％）

△6

（0.6％）

4

（2.4％）

17

750

2Q

60期

(四半期純利益率)

四半期純利益

(経常利益率 )

経 常 利 益

(営業利益率 )

営 業 利 益

売 上 高

（単位：億円）
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２．機器別売上高の推移（四半期）

86

171

362

130

91

189

388

123

126

125

280

229

106

79

300

174

108

87

277

184

105

95

379

171

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

（億円）

テレビ関連機器 情報機器 その他DVD関連機器

749

(10/6) (10/9)

791

(10/12)

760

(11/3)

659

(11/6)

656

(11/9)

750
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注意事項

本資料には、歴史的事実ではない将来の業績に関する予想及び見通しについて

の記載が含まれています。

これらの記載は、映像機器及び情報機器をはじめとする当社及び当社グループ

会社の事業に関連する業界動向、国内外の経済状況並びに為替レートの変動そ

の他の業績に影響を与える可能性のある要因について、現時点で把握可能な情

報をもとにした仮定及び見通しを前提としています。

したがって、実際の業績は、エレクトロニクス業界における競争状況、市場動向、

為替動向、新製品の導入及びその成否、税制や諸制度に関する世界的な状況を

含む多くの不確実な要因の影響を受け、本記載の予想及び見通しとは大きく異な

る場合がありますのでご承知おきください｡




